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に貢献する”Global Power-Solution Company”を引き続き目指して参ります。そのために大

きく以下の 2つのアクションプランを実行して参ります。 

（１）事業領域の再定義 

（２）顧客志向の徹底による事業推進 

 

２．個別戦略 

（１）事業領域の再定義 

先進のパワーエレクトロニクス技術を活用した「特徴あるデバイス」と「ひと味  違

うパワー・ソリューション」で、新たに車載事業を第 3の柱と位置づけ、本格的な取り組

みを開始するとともに、既存のエネルギー・ソリューション事業、及び電源・デバイス事

業についても、事業環境の変化に対応した取り組みを推進いたします。 

①エネルギー・ソリューション事業 

i) 国内事業基盤の再構築（今後成長が見込まれる住宅用・蓄電システムへの重点化） 

ii) グローバル分散型電源（DER）市場へ展開 

iii) プラットフォーム化によるコスト力の強化 

②電源・デバイス事業 

i) 民生用・産業用・車載用トランス・コイルの着実な拡大 

ii) アミューズメント用電源で培った PDIC 応用製品への新展開 

③車載事業 

i) 太陽光発電で培った独自のパワーエレクトロニクス技術を活かし、車載機器や   

ワイヤレス給電機器等の車載関連事業に本格参入 

 

（２）顧客志向の徹底による事業推進 

お客様に密着し、さまざまなニーズに誠実に向き合い、ご利用の現場で真にご評価して

頂ける製品の企画・開発・生産・販売・アフターサービスに、全社一体となって取り組み

ます。 

 

３．収益計画 

本中期経営計画においては、2018 年度から 2022 年度までの 5年間の収益目標を以下のとお

り設定しております。 

 

 2017 年度 

（見込み） 

2018 年度 

（予想） 

2022 年度 

（目標） 

売上高 275 億円 308 億円 532 億円 

営業利益 ▲39 億円 3 億円 25 億円 

営業利益率 － 1.0％ 4.7% 

 

 

 

以上 


